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(5) 業務の適正を確保するための体制

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他

会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は、以下のとお

りであります。（最終改訂 2015年５月27日）

① 当社の取締役及び使用人ならびに当社子会社の取締役等及び使用人の職務の執

行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　当社及び当社子会社は、公正かつ透明な企業活動を目的とすることを経営の基

本方針とし、「企業行動憲章」、「コンプライアンス行動指針」を定め、その遵守に

ついて、継続して周知徹底を図る。また、「コンプライアンス規程」に基づき、コ

ンプライアンス推進委員会を設置し、コンプライアンス体制の構築、整備を図る。

　当社及び当社子会社は、内部通報制度として「内部通報制度運用規程」を定め、

外部弁護士事務所を通報窓口として設置し、法令違反その他の不正行為の早期発

見及び是正を図るとともに、内部通報者の保護を行う。

② 当社及び当社子会社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する

体制

　当社の取締役の職務の遂行に係る情報の保存及び管理は、「セキュリティー基本

方針」、「情報管理規程」、「文書管理規程」に従い、文書及び電磁的媒体に記録さ

れたものを整理・保存するとともに情報漏洩を防止する。また、当社子会社にお

いてもこれに準拠した体制を確保する。

当社の取締役及び監査役は、常時これらの文書等を閲覧できるものとする。ま

た、当社子会社においてもこれに準拠した体制を確保する。

③ 当社及び当社子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　当社は、不測の事態又は危機の発生に備え、「リスク管理規程」を定め、子会社

を含む企業集団全体のリスクを網羅的に把握・管理する体制の構築を行い、各々

のリスクに対する未然防止に努め、これを運用する。

　個別具体的なリスクに関しては、「コンプライアンス行動指針」、「コンプライア

ンス規程」、「セキュリティー基本方針」、「情報管理規程」、「経理規程」、「与信管

理規程」、「安全衛生管理規程」等に基づき、リスク管理体制の強化推進に努める。
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④ 当社の取締役及び当社子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われること

を確保するための体制

　当社取締役会において、子会社を含む企業集団全体の経営の基本戦略、年度の

経営計画等を策定し、目標と責任を明確にするとともに、予算と実績の差異分析

を通じて業績目標の達成を図る。

　当社及び当社子会社は、毎月定例で、或いは必要に応じて開催される取締役会

において、「取締役会規程」、「職務権限規程」で定めた経営に関する重要事項の決

定、報告を行い、取締役の業務執行状況の監督を行う。

　意思決定プロセスには、「組織規程」、「業務分掌規程」、「職務権限規程」によ

り、権限と責任の所在を明確化したうえで、ITを導入することで、適切かつ効率

的な仕組みを構築する。

⑤ 当社子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制、

ならびにその他の当社及び当社子会社からなる企業集団における業務の適正を

確保するための体制

　当社は、当社子会社の取締役又は監査役を当社から派遣し、当社子会社におけ

る取締役の職務執行の監視・監督を行う。当社子会社の営業成績、財務状況につ

いては、定期的に、その他重要な事項が発生した場合は都度、当社への報告を義

務づける。重要な当社子会社については当社取締役会における報告を義務づけ

る。

　当社は、当社及び当社子会社内の各組織を含めた指揮命令系統及び権限ならび

に報告義務を設定し、当社及び当社子会社全体を網羅的・統括的に管理する。

　また、当社子会社には、当社と同様の内部規程を設け、当社の内部監査担当部

門による監査や当社監査役による監査によって、コンプライアンス上の課題、問

題の把握に努め、子会社の業務執行の適正性の確保を図る。なお、子会社に定め

のない規程は、当社の内部規程を準用する。

⑥ 当社の監査役がその職務の補助をすべき使用人をおくことを求めた場合におけ

る当該使用人に関する体制、ならびにその使用人の当社の取締役からの独立性

及び当社監査役の使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

　当社の監査役は、必要に応じて当社の代表取締役と協議のうえ、職務を補助す

べき使用人を指名し、監査業務に必要な事項を命令することができる。指名期間

中の当該使用人への指揮権は当社の監査役に移譲されたものとし、他部署の使用

人を兼務せず、取締役の指揮命令は受けないものとする。

　当該使用人の人事評価及び異動については、当社の監査役会の事前同意を要す

るものとする。
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⑦ 当社の取締役及び使用人ならびに当社子会社の取締役等及び使用人又はこれら

の者から報告を受けた者が当社の監査役に報告するための体制、その他の当社

の監査役への報告に関する体制、ならびに当該報告をした者が当該報告をした

ことを理由として不利益な取り扱いを受けないことを確保するための体制

　当社の取締役及び使用人ならびに当社子会社の取締役等及び使用人又はこれら

の者から報告を受けた者は、法令等の違反行為及び業績、信用に著しい損害を及

ぼす恐れのある事実については、発見次第又は報告を受け次第、直ちに当社監査

役に報告する。

　当社の取締役及び使用人ならびに当社子会社の取締役等及び使用人又はこれら

の者から報告を受けた者は、当社監査役から業務執行に関する事項について報告

を求められたときは、速やかに報告する。

　当社及び当社子会社の内部通報制度窓口で受け付けた重要情報については、事

実確認のうえ、直ちに当社監査役に報告する。

　当社及び当社子会社の内部監査部門は、当社監査役に当社及び当社子会社にお

ける内部統制の現況を報告する。

　当社及び当社子会社は、当社監査役へ報告を行った当社及び当社子会社の取締

役等及び監査役ならびに使用人に対し、報告したことを理由にして不利な取り扱

いを行ってはならない旨を周知徹底するとともに、報告された情報については厳

重に管理する。

⑧ 当社の監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の

当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項、

ならびにその他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための

体制

　監査役は、代表取締役と相互の意思疎通を図るため、定期的に意見交換を実施

する。

　監査役は、効率的な監査を行うため、必要に応じて、内部監査部門と協議及び

意見交換を実施し、必要に応じて調査・報告を求めることができる。

　監査役は、「監査役会規程」に基づき、定例の監査役会を開催し、監査実施状況

について情報交換及び協議を行うとともに会計監査人から定期的に会計監査に関

する報告を受け、意見交換を行う。

　監査役は、監査の実施に当たり必要な場合には、弁護士、公認会計士等の専門

家を活用する。

　監査役が、その職務の執行について生ずる費用の前払又は償還等の請求をした

ときは、当該監査役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除いて、速や

かに当該費用又は債務を処理する。
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(6) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

　当社は上記の方針に基づき、以下のとおり運用しております。

① 法令順守に対する取り組みの状況について

　当社は、「企業行動憲章」、「コンプライアンス指針」、「コンプライアンス規程」

を制定し、当社及びグループ会社の取締役及び使用人への浸透を図るとともに、

不正防止に関する研修を実施しております。また、当社は「リスク管理規程」を

制定し、運用上において新たに発見された問題点等について、適時、是正改善を

行い、必要に応じて再発防止の取り組みを実施しております。

② 内部監査の実施について

　当社は、財務報告に係る内部統制の評価及び監査の基準等に準拠した内部監査

計画書を策定しております。内部監査人は、当該計画に基づき、当社及びグルー

プ会社の内部監査を実施し、監査結果について改善が必要な場合は、担当部署に

指摘を行っております。また、不備の状況について取締役会及び監査役会にて報

告を行っております。

③ 監査役の監査体制の状況について

　当社の監査役会は、四半期毎及び臨時に開催するとともに、必要に応じて代表

取締役、取締役等と監査内容についての意見交換を行っております。常勤監査役

につきましては、社内決裁の状況を網羅的に確認し、また会計監査人及び内部監

査人とも定期的に会合を行い、意見交換を行っております。

― 5 ―



(7) 会社の支配に関する基本方針

① 基本方針の内容

　当社グループは「未来に資するとともに世界の人々の健康と豊かな暮らしの実

現に貢献する」を経営理念とし、主として臨床試験、非臨床試験及び遺伝子改変

動物作製受託サービスを提供するＣＲＯ事業、病理専門医による病理診断及び遺

伝子解析サービスを提供する診断解析事業により構成されるバイオ関連事業と、

収益基盤強化を目的として幅広い分野のＭ＆Ａの推進を行うＴＧＢＳ事業によっ

て構成されています。

　従って、当社の経営には上記のような事業特性を前提とした経営のノウハウな

らびにバイオ関連ビジネスに関する高度な知識、技術、経験を有する使用人、大

学・企業との共同研究先及び取引先等のステークホルダーとの間に築かれた関係

等が重要であり、これらへの事業の説明責任と十分な理解を得ることが不可欠で

あると考えております。

② 不適切な支配の防止のための取り組み

　当社取締役会は、公開会社として当社株式の自由な売買を認める以上、当社株

式の売買は、株主、投資家の自由意思に委ねられるべきものと考えており、特定

の者の大規模買付行為においても、これに応じて当社株式の売却を行うか否かは、

最終的には当社株式を保有される当社株主の皆様の判断に委ねられるべきもので

あると考えております。しかしながら、当社の事業に対する理解なくして行われ

る当社株式の大規模買付行為がなされた場合には当社の企業価値ひいては株主共

同の利益は毀損されることになると考えております。

　以上の理由により、当社取締役会は、定時株主総会で株主の皆様の合理的な意

思の確認ができることを条件として、当社株式の大規模買付行為に関する対応策

（買収防衛策）の導入を決定いたしました。同買収防衛策の導入は、2006年６月28

日開催の当社第８期定時株主総会にてご承認をいただいております。

(注)買収防衛策の詳しい内容については、当社ウェブサイト
（http://www.transgenic.co.jp/pressrelease/2006/05/post_44.php）をご参照ください。
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③ 上記②の取り組みについての取締役会の判断

イ．当社取締役会は、上記②の取り組みが当社の上記①の基本方針に沿って策定

された当社の企業価値、株主共同の利益を確保するための取り組みであり、株

主の皆様の共同の利益を損なうものではないと考えております。

ロ．当社取締役会は、上記②の取り組みは、あくまで株主の皆様の自由な意思決

定を行うための前提となる必要な情報・機会を確保することを目的として、そ

れに必要かつ相当なルールを設定するものであり、現経営陣の保身に利用され

ることや不当に株主の株式売却に対する自由を妨害することにつながるという

弊害は生じないものと考えております。
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連結注記表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記

(1) 連結の範囲に関する事項

連結子会社の状況

・連結子会社の数 10社

・主要な連結子会社の名称 株式会社新薬リサーチセンター

株式会社安評センター

株式会社ジェネティックラボ

株式会社プライミューン

株式会社メディフォム

株式会社ＴＧビジネスサービス

株式会社ルーペックスジャパン

株式会社アウトレットプラザ

　すべての子会社を連結しております。

(2) 持分法の適用に関する事項

持分法を適用した関連会社の状況

・持分法適用の関連会社の数 １社

・持分法適用の関連会社の名称 医化学創薬株式会社

　すべての関連会社について持分法を適用しております。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社の決算日は、在外子会社１社を除き当社の連結決算日と一致しております。なお、当

該在外子会社については、同社の決算日である12月31日現在の財務諸表を使用して連結決算を行っ

ております。ただし、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っ

ております。

(4) 会計方針に関する事項

① 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券

・その他有価証券

時価のあるもの 連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの 移動平均法による原価法

なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資（金融商品

取引法第２条第２項により有価証券とみなされるもの）については、組

合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎

とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。

ロ．たな卸資産

　評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

― 8 ―



・商品及び製品 主として移動平均法

・仕掛品 個別法

・原材料 移動平均法

・貯蔵品 最終仕入原価法

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産

（リース資産を除く）

建物（附属設備を除く）、神戸研究所動物飼育施設及び一部の

連結子会社の資産については定額法、その他については定率法

を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 15～38年

機械装置及び運搬具 ３～17年

工具、器具及び備品 ４～15年

ロ．無形固定資産 定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用

可能期間（５年）に基づいております。

ハ．リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産につ

いては、リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定

額法を採用しております。

③ 重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に

回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金 従業員の賞与金の支払に備えて、賞与支給見込額の当連結会計

年度負担額を計上しております。

ハ．受注損失引当金 受注案件に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末に

おける受注案件のうち、損失の発生が見込まれ、かつ、その金

額を合理的に見積もることができるものについて、その損失見

込額を計上しております。

④ 退職給付に係る会計処理の方法

　一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自

己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

⑤ 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。

⑥ 重要なヘッジ会計の方法

イ．ヘッジ会計の方法 為替予約が付されている外貨建金銭債権債務等については、振

当処理を行っております。

― 9 ―



ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段：為替予約

ヘッジ対象：外貨建金銭債権債務等

ハ．ヘッジ方針 外貨建取引の為替相場の変動リスクを回避する目的で為替予約

取引を行っております。

ニ．ヘッジ有効性評価の方法 為替予約の締結時に、リスク管理方針に従って、外貨建による

同一金額で同一期日の為替予約をそれぞれ振当てているため、

その後の為替相場の変動による相関関係は完全に確保されてい

るので連結決算日における有効性の評価を省略しております。

⑦ のれんの償却方法及び償却期間

　のれんの償却については、その個別案件ごとに判断し、20年以内の合理的な年数で均等償却を

行っております。主な償却期間は10年であります。

⑧ その他連結計算書類作成のための重要な事項

イ．繰延資産の処理方法 株式交付費は、支出時に全額費用として処理しております。

ロ．消費税等の会計処理 税抜方式によっております。

ハ．連結納税制度の適用 当社及び国内連結子会社は、連結納税制度を適用しておりま

す。

２．表示方法の変更

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）を当連結

会計年度から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分

に表示する方法に変更しております。

３．追加情報

連結子会社における退職金制度の導入

　当社の連結子会社である株式会社新薬リサーチセンターは、当連結会計年度において退職一時金

制度を導入し、この導入に伴う退職給付に係る負債の増加額23,779千円を特別損失として計上して

おります。
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４．連結貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

① 担保に供している資産 建物及び構築物 489,458千円

土地 585,778千円

計 1,075,236千円

② 担保に係る債務 １年内支払予定の長期未払金 57,805千円

長期未払金 115,610千円

計 173,415千円

　上記のほか、為替予約の担保として定期預金40,000千円を差入れております。

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 981,708千円

５．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 16,303,941株 1,054,200株 －株 17,358,141株

(2) 自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 1,421株 －株 －株 1,421株

(3) 当連結会計年度末日における新株予約権に関する事項

行 使 価 額 修 正 条 項 付 き
第 ５ 回 新 株 予 約 権

目 的 と な る 株 式 の 種 類 普通株式

目 的 と な る 株 式 の 数 785,000株
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６．金融商品に関する注記

(1）金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、設備投資計画等に照らして、必要な資金（主に株式発行）を調達しておりま

す。一時的な余資は主に流動性の高い金融資産で運用しております。

② 金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、海外で

事業を行うにあたり生じる外貨建の営業債権は、為替の変動リスクに晒されておりますが、同じ

外貨建の買掛金の残高の範囲内にあるものを除き、原則として先物為替予約を利用する方針であ

ります。

　有価証券は、余資を運用する目的で短期保有するものであり、定期的に見直しております。投

資有価証券は、業務上の関係を有する企業の株式等であり、市場価格の変動リスクに晒されてお

ります。

　営業債務である買掛金は、そのほとんどが２ヶ月以内の支払期日であります。一部外貨建のも

のについては、為替の変動リスクに晒されておりますが、同じ外貨建の売掛金の残高の範囲内に

あるものを除き、先物為替予約を利用する方針であります。

　リース債務及び長期未払金は、設備投資に必要な資金を調達したものであります。

③ 金融商品に係るリスク管理体制

イ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社グループは、営業債権及び長期貸付金について、主要な取引先の状況を定期的にモニタ

リングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収

懸念の早期把握や軽減を図っております。

ロ．市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　当社グループの営業債権債務に占める外貨建の営業債権債務の割合は僅少であります。な

お、外貨建の営業債権債務について、通貨別月別に把握された為替の変動リスクに対して、重

要なものについては為替予約を利用する方針であります。

　有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等

を把握し、また、満期保有目的の債券以外のものについては、市況や取引先企業との関係を勘

案して保有状況を継続的に見直しております。

ハ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　当社グループは、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新する

とともに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定さ

れた価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異な

る前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。
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(2）金融商品の時価等に関する事項

　2019年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおり

であります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません。

（（注）２．参照）

連結貸借対照表計上額
（千円）

時価
（千円）

差額
（千円）

(1）現金及び預金 1,277,521 1,277,521 －

(2）受取手形及び売掛金 694,171 694,171 －

(3）投資有価証券

その他有価証券 159,029 159,029 －

(4) 長期貸付金(＊1) 5,020 5,249 229

資産計 2,135,742 2,135,971 229

(1）買掛金 53,045 53,045 －

(2）未払金 350,447 350,447 －

(3）未払法人税等 82,318 82,318 －

(4）短期借入金 130,000 130,000 －

(5）社債(＊2） 24,000 23,975 △24

(6）長期借入金(＊3） 391,442 390,619 △823

(7）リース債務(＊4） 14,606 14,565 △41

(8）長期未払金(＊5） 173,415 173,415 －

負債計 1,219,274 1,218,385 △889

(＊1）１年内回収予定の長期貸付金を含んでおります。

(＊2）１年内償還予定の社債（流動負債）、社債（固定負債）の合計額であります。

(＊3）１年内返済予定の長期借入金（流動負債）、長期借入金（固定負債）の合計額であります。

(＊4）リース債務（流動負債）、リース債務（固定負債）の合計額であります。

(＊5）１年内支払予定の長期未払金を含んでおります。

（注）１．金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

資産

(1）現金及び預金、(2）受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿

価額によっております。
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(3）投資有価証券

　投資有価証券については、株式等は取引所の価格によっており、債券等は取引金融機関

等から提示された価格によっております。

(4）長期貸付金

　長期貸付金の時価につきましては、回収可能額を反映した元利金の受取見込額を残存期

間に対応する安全性の高い利率で割り引いた現在価値により算定しております。

負債

(1）買掛金、（2）未払金、(3）未払法人税等

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿

価額によっております。

(4）短期借入金、(5）社債、（6）長期借入金、(7）リース債務、（8）長期未払金

　これらの時価につきましては、元利金の合計額を、新規に同様の取引を行った場合に想

定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額（千円）

非上場株式等 404,086

投資事業有限責任組合 2,330

　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難であると認められ

ることから、「(3）投資有価証券」には含めておりません。
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３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

１年以内
（千円）

１年超
５年以内
(千円）

５年超
10年以内
(千円）

10年超
(千円）

現金及び預金 1,277,521 － － －

受取手形及び売掛金 694,171 － － －

投資有価証券

その他有価証券のうち満期があるもの

(1) 債券 1,138 208,343 － －

長期貸付金 1,330 3,690 － －

合計 1,974,161 212,033 － －

４．社債、長期借入金、リース債務及び長期未払金の連結決算日後の返済予定額

１年以内
（千円）

１年超
５年以内
(千円）

５年超
10年以内
(千円）

10年超
(千円）

短期借入金 130,000 － － －

社債 12,000 12,000 － －

長期借入金 101,919 289,523 － －

リース債務 4,495 10,110 － －

長期未払金 57,805 115,610 － －

合計 306,220 427,243 － －
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７．企業結合に関する注記

取得による企業結合

（連結子会社による事業の譲受け)

(1） 企業結合の概要

① 被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称 公益財団法人食品農医薬品安全性評価センター

事業の内容 ＣＲＯ事業（医薬品、農薬、食品関連物質、化学物質等の安全性評価に関する

非臨床試験）

② 企業結合を行った主な理由

　当社グループは、2017年５月に公表いたしました「中期経営Vision2020」において、グルー

プ中核事業であるＣＲＯ事業を中心とした差別化・高付加価値サービスの提供、及びＭ＆Ａ戦

略推進を掲げており、持続的な成長構造の構築を実行すべく、優れた技術を有し当社の事業展

開を補完するような企業との提携を検討しておりました。

当該事業の譲受け先である公益財団法人食品農医薬品安全性評価センターは、設立来40年間

に蓄積された実績、信頼を背景に、充実したＧＬＰ（Good Laboratory Practice：優良試験所

基準）及びAAALAC（国際実験動物ケア評価認証協会）認証施設での高い科学性と信頼性に立脚

した医薬品、食品、食品添加物、農薬、飼料添加物、一般工業化学物質等の化学物質の安全性

試験のデータを提供しています。

本事業譲受けにより、当社グループのＣＲＯ事業の強みである非臨床薬効薬理試験分野に加

えて安全性試験の充実が図られ、医薬品開発における承認申請に必要な各種試験を網羅的に受

託することができ、潜在顧客の掘り起こし、さらにそれぞれの顧客・営業網の共有化によるＣ

ＲＯ事業の強化、拡大を図ることが可能となります。同時に、当社グループの中核子会社であ

る株式会社新薬リサーチセンターの課題となっていた、繁忙期における設備規模（試験受入能

力）を起因とした受注機会損失の発生という課題についても、譲受けたＧＬＰ適合及びAAALAC

完全認証の研究施設をフルに活用することにより解消し、売上拡大に貢献することが期待でき

ます。

③ 譲受日

2018年４月１日

④ 企業結合の法的形式

事業譲受

⑤ 結合後企業の名称

変更はありません。
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⑥ 取得企業を決定するに至った主な根拠

　当社の連結子会社である株式会社安評センターが、事業を譲受けたため、株式会社安評セン

ターが取得企業に該当いたします。

(2) 連結計算書類に含まれている被取得企業の業績の期間

2018年４月１日から2019年３月31日までの業績が含まれております。

(3) 被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価 現金 455,000千円

取得原価 455,000千円

(4) 主要な取得関連費用の内容及び金額

アドバイザリーに対する報酬・手数料等 8,500千円

(5) 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

① 発生したのれんの金額

25,460千円

② 発生原因

被取得企業の今後の事業展開によって期待される超過収益力であります。

③ 償却方法及び償却期間

５年間にわたる均等償却

(6) 企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

流動資産 353,404千円

固定資産 451,168千円

資産合計 804,573千円

流動負債 371,200千円

固定負債 3,833千円

負債合計 375,034千円
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８．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 281円32銭

(2) １株当たり当期純利益 11円95銭

９．重要な後発事象に関する注記

（連結子会社の株式取得による会社の買収）

当社の連結子会社である株式会社ＴＧビジネスサービスは、2019年3月20日開催の取締役会にお

いて、株式会社ＴＧＭの発行済株式の全部を取得することを決議いたしました。これに伴い、2019

年３月20日付で株式譲渡契約書を締結し、2019年４月１日に株式を取得して子会社化しております。

その概要は次のとおりです。

(1） 株式取得の目的

当社グループは創薬支援企業として創薬の研究開発の各ステージに有用なツール及びサービス

を提供しており、これら既存事業の積極的な収益拡大に向けた施策を進めるとともに、バイオ関連

事業体のＭ＆Ａを積極的に推進しております。しかしながら、当社が属するバイオ業界においては

研究開発費の予算縮小傾向が継続する一方で、優位性の高いサービスを提供するための研究開発の

実施、先端技術及び高額機器の導入や受注拡大に備えた設備投資といった先行投資が継続的に発生

いたします。

このような事業環境の中で、当社グループが競合他社との競争優位性を確保するには、グルー

プ収益の安定性の確保を通じた継続的な投資体力を維持することが重要な経営課題であると考えて

おります。このため、バイオ業界の事業環境に影響されない収益の多様化の実現を目的として、当

社子会社である株式会社ＴＧビジネスサービスにおいて幅広い分野における事業承継及び事業再生

分野に係る助言・支援サービス、並びにＭ＆Ａを機動的に推進しております。

株式会社ＴＧＭは、国内大手ガラスメーカーを主要販売先としてエコガラス（複層ガラス）用副

資材（スペーサー＆シーリング材）、ガラス加工機器等の輸入販売を展開する貿易商社であります。

株式会社ＴＧＭの主力製品である複層ガラス用副資材は、省エネ対策市場の需要を取り込むことが

期待され、また、株式会社ＴＧＭが当社グループに加入することで、グループ内の貿易商社機能の

拡充が見込めると考えております。

以上のことから、当Ｍ＆Ａが、株式会社ＴＧビジネスサービスを通じて収益源の多様化を図る

当社グループの方針に沿うものであるとともに、当社グループの業績拡大に資すると判断し、本株

式を取得することといたしました。

(2） 株式取得の相手先の氏名

氏名：渋谷 秀一
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(3） 買収する相手会社の名称、事業内容、規模

① 被取得企業の名称

株式会社ＴＧＭ

② 事業の内容

エコガラス（複層ガラス）用副資材（スペーサー＆シーリング材）の輸入販売

板ガラス加工設備の販売とメンテナンス

③ 2018年12月期の財政状態及び経営成績（※）

資本金 ： 33,000千円

総資産 ： 797,521千円

売上高 ： 1,755,532千円

※上記「2018年12月期の財政状態及び経営成績」については、監査法人の監査を受けておりま

せん。

(4） 株式取得の時期

2019年４月１日

(5） 取得する株式の数、取得価額及び取得後の持分比率

① 取得する株式の数

29,000株

② 取得価額

327,000千円

③ 取得後の持分比率

100％

(6） 支払資金の調達方法

自己資金

(7） 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

現時点では確定しておりません。

(8） 企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

現時点では確定しておりません。

（注）記載金額は、表示単位未満を切り捨てております。

― 19 ―



個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

・子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

・その他有価証券

時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの 移動平均法による原価法

② たな卸資産

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

・商品及び製品 先入先出法

・仕掛品 個別法

・原材料 移動平均法

・貯蔵品 最終仕入原価法

(2) 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

（リース資産を除く）

建物（附属設備を除く）及び神戸研究所動物飼育施設については定額

法、その他については定率法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 15～38年

構築物 15～20年

② 無形固定資産 定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期

間（５年）に基づいております。

③ リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産について

は、リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法を採用

しております。
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(3) 引当金の計上基準

① 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を

検討し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金 従業員の賞与金の支払に備えて、賞与支給見込額の当事業年度負担額

を計上しております。

③ 受注損失引当金 受注案件に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末における受注

案件のうち、損失の発生が見込まれ、かつ、その金額を合理的に見積

もることができるものについて、その損失見込額を計上しておりま

す。

(4) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

① 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処

理しております。

② 重要なヘッジ会計の方法

(イ)ヘッジ会計の方法 為替予約が付されている外貨建金銭債権債務等については、振

当処理を行っております。

(ロ)ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段：為替予約

ヘッジ対象：外貨建金銭債権債務等

(ハ)ヘッジ方針 外貨建取引の為替相場の変動リスクを回避する目的で為替予約

取引を行っております。

(ニ)ヘッジ有効性評価の方法 為替予約の締結時に、リスク管理方針に従って、外貨建による

同一金額で同一期日の為替予約をそれぞれ振当てているため、

その後の為替相場の変動による相関関係は完全に確保されてい

るので決算日における有効性の評価を省略しております。

③ 繰延資産の処理方法 株式交付費は、支出時に全額費用として処理しております。

④ 消費税等の会計処理 税抜方式によっております。

⑤ 連結納税制度の適用 連結納税制度を適用しております。
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２．表示方法の変更

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）を当事業

年度から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表

示する方法に変更しております。

３．貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

① 担保に供している資産 建物 480,996千円

構築物 8,462千円

土地 585,778千円

計 1,075,236千円

② 担保に係る債務 １年内支払予定の長期未払金 57,805千円

長期未払金 115,610千円

計 173,415千円

　上記のほか、為替予約の担保として定期預金30,000千円を差入れております。

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 526,285千円

(3) 関係会社に対する金銭債権及び債務

① 短期金銭債権 722,360千円

② 長期金銭債権 370,000千円

③ 短期金銭債務 4,166千円

４．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

① 営業取引による取引高

・売上高 180,570千円

・売上原価 4,929千円

・販売費及び一般管理費 520千円

② 営業取引以外の取引による取引高 11,633千円

５．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 1,421株 － － 1,421株
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６．税効果会計に関する注記

繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）

関係会社株式評価損 91,391千円

減損損失 10,846千円

未払事業税 4,499千円

賞与引当金 2,018千円

繰越欠損金 190,034千円

その他有価証券評価差額金 16,642千円

その他 5,822千円

繰延税金資産小計 321,256千円

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △100,984千円

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △72,756千円

評価性引当額小計 △173,741千円

繰延税金資産合計 147,514千円
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７．関連当事者との取引に関する注記

(1) 子会社及び関連会社等

種類
会 社 等 の
名 称

議決権等の所有
(被所有)割合(%)

関連当事者
と の 関 係

取引の内容
取引金額
（千円）

科 目
期末残高
（千円）

子会社
株式会社

新薬リサーチセンター
所有
直接100.0

資金の援助
役員の兼任

経営指導料の受取
(注)1

55,700 売 掛 金 5,013

資金の貸付
(注)2、3

50,000 長期貸付金 370,000

受 取 利 息 4,777 未 収 収 益 4,247

子会社
株式会社

安 評 セ ン タ ー
所有
間接100.0

役員の兼任

資金の貸付
(注)2、3

539,200 短期貸付金 539,200

受 取 利 息 5,729 未 収 収 益 137

子会社
株式会社

ジェネティックラボ
所有
直接100.0

資金の援助
役員の兼任

資金の貸付
(注)2、3

― 短期貸付金 50,000

関連

会社

医化学創薬
株式会社

所有
直接 43.0

資 本 取 引
役員の兼任

増資の引受
(注)4

80,000 ― ―

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）1. 経営指導料については、グループ会社経営支援のための必要経費並びにグループ会社の売

上高を基準として決定しております。

2. 資金の貸付については、市場金利を勘案して合理的に決定しております。

3. 契約上は１年後の期日一括返済となっておりますが、返済期日到来前に同条件で期間を延

長しております。

4. 第三者割当による増資(2,000株）を引き受けたものであります。
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(2) 役員及び個人主要株主等

種類
会社等の名称
または氏名

議決権等の所有
(被所有)割合(％)

関 連 当 事 者
と の 関 係

取引の内容
取引金額
（千円）

科 目
期末残高
（千円）

役 員 福永 健司
被所有
直接0.7

当社代表
取締役社長

債務被保証

債務被保証
(注)1

173,415 ― ―

役 員 清藤 勉
被所有
直接－

当社取締役

株式会社免疫
生物研究所代
表取締役社長

転換社債型
新株予約権
付社債引受
(注)2

―
投 資
有価証券

200,000

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）1. 長期未払金に対して債務保証を受けており、取引金額は期末時点の保証残高であります。

なお、保証料の支払は行っておりません。

2. 転換社債型新株予約権付社債の引受条件は、同社株式の市場価格等を勘案して合理的に決

定しております。

８．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 261円36銭

(2) １株当たり当期純利益 2円27銭

（注）記載金額は、表示単位未満を切り捨てております。
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